
  

 

新規開業資金 

日本政策金融公庫 国民生活事業では、「新規開業資金」などのご融資を

通じて、新たに事業を始める方または事業開始後７年以内の方のお手伝
いをさせていただいております。 
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飲食・理美容業や食料品小売業など一部

の業種を除き、幅広い業種の方にご利用い
ただけます 

移住等により、地方で新たに事業を始める
方の運転資金および設備資金には、特別

利率（土地取得資金は基準利率）が適用さ

れます 
 

新たに事業を始める方または事業開始後で
税務申告を２期終えていない方のうち、一定

の要件を満たす方は、「創業後目標達成型

金利」をご利用いただけます 
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新規開業資金 概要 
ご利用 

いただける方 新たに事業を始める方または事業開始後おおむね７年以内の方（注１） 

資金のお使いみち 新たに事業を始めるため、または事業開始後に必要とする設備資金及び運転資金 

融資限度額 7,200万円（うち運転資金 4,800万円） 

ご返済期間 
設備資金：20年以内[うち据置期間２年以内] 
運転資金： ７年以内[うち据置期間２年以内] 

利率（年） 

 「基準利率」 ただし、以下の要件に該当する方が必要とする資金は特別利率 

なお、新たに事業を始める方または事業開始後で税務申告を２期終えていない方のうち、一定
の要件を満たす方は、ご融資後に利益率や雇用に関する一定の目標を達成した場合に利率を
0.2％引下げる「創業後目標達成型金利」もご利用いただけます。詳しくは支店の窓口までお問
い合わせください。 

１ 外国人起業活動促進事業における特定外国人起業家の方で新たに
事業を始める方 

 
 
 
 
 
 

[特別利率 A] 
（１～５の土地取得 
資金は基準利率） 

 
 
 

 

２ 地域おこし協力隊の任期を終了した方であって、地域おこし協力隊と
して活動した地域において新たに事業を始める方 

３ Ｕターン等により地方で新たに事業を始める方 

４ 産業競争力強化法に規定される認定特定創業支援等事業を受けて
新たに事業を始める方 

５ 地域創業促進支援事業又は潜在的創業者掘り起こし事業の認定創
業スクールによる支援を受けて新たに事業を始める方 

６ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資する投資事業有限責任
組合から出資（転換社債、新株引受権付社債、新株予約権および新
株予約権付社債等を含む。）を受けた方 

７ 技術・ノウハウ等に新規性がみられる方（注２） 

[特別利率 A・B・C] 
（土地取得資金 
は基準利率） 

８ 地方創生推進交付金を活用した起業支援金の交付決定を受けて新
たに事業を始める方 

[特別利率 B] 
（土地取得資金 
は基準利率） 

９ 地方創生推進交付金を活用した起業支援金及び移住支援金の両方
の交付決定を受けて新たに事業を始める方  

[特別利率 C] 
（土地取得資金は 
基準利率） 

担保・保証人 お客さまのご希望を伺いながらご相談させていただきます 

（注１）「新たに営もうとする事業について、適正な事業計画を策定しており、当該計画を遂行する能力が十分あると認めら
れる方」に限ります。 

    なお、創業計画書のご提出等をいただき、事業計画の内容を確認させていただきます。 
（注２）一定の要件を満たす必要があります。詳しくは、支店の窓口までお問い合わせください。 
※ お使いみち、ご返済期間、担保の有無などによって異なる利率が適用されます。 
※ 技術・ノウハウ等に新規性がみられる方等のうち、一定の要件を満たす方は挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン）もご利用
いただけます。 

※ 「東日本大震災の影響により離職し、福島復興再生特別措置法に定める避難指示・解除区域が所在した市町村内において創業す
る方」または「福島復興再生特別措置法に定める避難指示・解除区域が所在した市町村内において創業する方」は、1,000万円を限
度として利率を低減した「新規開業資金（東日本大震災関連）」をご相談いただけます。詳しくは、支店の窓口までお問い合わせくださ
い。 

※ 審査の結果、お客さまのご希望に沿えないことがあります。 

くわしくは、当社ホームページhttps://www.jfc.go.jp/をご覧いただくか、支店の窓口までお問い合わせください。 

※電話番号のお掛け間違いにご注意ください。 


